様式第１号（第６条関係）
　　年　　月　　日

デジタル技術活用新ビジネス・新サービス開発補助金交付申請書


公益財団法人さいたま市産業創造財団理事長　様


申請者　名　称（法人名）
　　　　代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　印

[bookmark: _Hlk72224885]デジタル技術活用新ビジネス・新サービス開発補助金実施要綱に基づき、下記のとおり補助金の交付を申請します。

	事業計画名
	

	所在地
	〒　　　－　　　　

	連絡先
	ＴＥＬ

	
	ＦＡＸ

	
	E-mail

	担当者(氏名)
	

	業種
	
	従業員数
	人

	資本金
	千円
	売上高(年間)
	千円



※別紙１、２を添付してください。





[bookmark: _Hlk138839530]別紙１


交付申請額　内訳
	区分
	金額
	備考

	①システム構築費
	
	

	②技術導入費
	　
	　

	③外注委託費
	　
	　

	④クラウドサービス利用料
	　
	　

	⑤知的財産権等関連経費
	　
	　

	⑥専門家謝金
	　
	　

	⑦専門家旅費
	　
	　

	⑧通信運搬費
	　
	　

	⑨旅費
	　
	　

	
	　
	　

	⑩合計額（補助対象経費）
	　
	　

	⑪交付申請額
	　
	⑩の2/3の金額
ただし1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨て。
補助上限500万円


※消費税は非対象

様式第１号－別紙２

事業計画書

※枠を拡げて記載可（5～10枚程度）
	事業概要
	


	現状のビジネスについて
	１．現状のビジネスの「強み」


２．現状のビジネスの「弱み」


３．自社を取り巻く外部環境の「機会」


４．自社を取り巻く外部環境の「脅威」



	事業内容
	１．本事業の取組み内容詳細
　（実施する新サービスやビジネスモデルの特徴。構築するシステムの説明。ターゲット顧客、市場規模、サービス価格）

２．取り組むにあたっての課題


３．上記課題の解決方法


４．本事業の期待効果
　　（売上高向上、利益率向上、収益の安定性向上等）






	収益計画
	
	
	１年後
	２年後
	３年後

	売上高（全体）
	
	
	

	(本事業売上高)
	
	
	

	営業利益
	
	
	

	（本事業営業利益）
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	（従業員数）
	
	
	





	実施場所・体制
および
ビジネスモデル
	















